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#10-34 

【８月１４日～８月２０日】 

〔ウクライナの報道をもとに作成〕 

平成２２年８月２５日 

在ウクライナ大使館 
 

Ａ．主な動き 

 

１．内政 

▼ＴＶ局をめぐる動き 

・１４日、「５カナル」、ＴＶｉ及び地方局「黒海」は、夜１９時か

ら２０時まで放送を中止するストライキを実施。 

・１６日、キエフ地区行政裁判所は、「５カナル」及びＴＶｉ等

の放送周波数帯使用許可停止及び放送ライセンス剥奪を求

める訴訟にかかる公聴会を２６日に延期。 

・１８日、ヴァンニコヴァ元大統領報道官は、報道の自由をめ

ぐる現在の情勢についての情報がヤヌコーヴィチ大統領に

は十分に報告されていないと発言。 

▼地方紙記者の捜索 

・１４日、ハリコフ警察は、１１日より行方不明となっているクリ

メンチエフ「ニュー・スタイル」紙編集長の捜索を開始。 

・１９日、ヤヌコーヴィチ大統領は、モギリョフ内務相及びメド

ヴェヂコ検事総局長官に同編集長捜索を早急に進めるよう

指示。モギリョフ内務相は、同捜索活動のためジマ内務次官

をハリコフに派遣。 

▼元経済相の家宅捜索 

・１６日、キエフ市ペチェルスク地区裁判所は、ダニリシン前経

済相の住居の家宅捜索を許可。 

・１８日、検事総局幹部は、ダニリシン前経済相は同家宅捜索

の前日にドイツに脱出していたと発言。 

・２０日、モギリョフ内務相は、ダニリシン前経済相の国際捜査

が行われることになった場合、警察は国際警察と協力して捜

査を即刻開始すると発言。 

▼その他 

・１６日、ＢＹＴは、「バチキフシチナ（祖国）」党クリミア支部

にて１１日の家宅捜索後に盗聴器が発見されたとし、同捜

索に関わった国家保安庁職員を提訴すると発表。 

・１６日、ドネツク控訴行政裁判所は、２００６年に採択されてい

たドネツク州におけるロシア語発展・使用にかかる決議は無

効と判断。 

２．経済 

▼マクロ統計 

・１６日、国家統計委員会は、ウクライナの２０１０年第２四半

期のＧＤＰ成長率が６％と発表。対前期（第１四半期）比では

３．９％の成長。 

・１６日、国家統計委員会は、２０１０年上半期（１月～６月期）

のウクライナへの海外直接投資が対前年同期比２１％増の４

億９，５８０万米ドルと発表。 

・１６日、国家統計委員会は、２０１０年７月の鉱工業生産高が

対前年同月比６．４％増と発表。同年１月～７月期では、対

前年同期比１１．１％増。 

・１７日、国家統計委員会は、２０１０年７月の失業率が対前月

比で同率の１．４％と発表。 

・１８日、ウクライナ中央銀行は、２０１０年７月のインフレ率が

１％と発表。同銀行は、ガス価格上昇が影響していると分

析。 

・１８日、ウクライナ中央銀行は、ウクライナの２０１０年のＧＤ

Ｐ成長率を４％と見込んでいると発表。政府は、同成長率を

３．７％と予測。 

▼農業 

・１６日、農業政策省は、８月１６日時点の穀物・豆類の収穫

高が２，８７０万トンと発表。同省によると、２０１０年の穀物収

穫高を４，０００～４，２００万トン（２００９年の収穫高は４，６００

万トン）、このうち輸出量は１，５００～１，７００万トンの見込

み。 

・１７日、プリシャジニュク農業政策相は、１８日の閣僚会議に

おいて、食糧安全保障のため、年内の穀物輸出量について

２５０万トンの枠（大麦：１００万トン、小麦：１５０万トン）を設け

ることを検討する予定であると発言。 

・１８日、ツシュコ経済相は、同日の閣僚会議で穀物輸出割

当は議論されず、いつ決定がなされるかは分からないと発

言。他方、同日、メルヌーク農業政策省第一次官は、穀物輸

出割当は次回閣僚会議で議論される見込みであり、輸出割

当は家畜用小麦、大麦及びライ麦が対象になるだろうと発

言。 

・１８日、プリシャジニュク農業政策相は、今年の正確な収穫

高が判明するまではトウモロコシに輸出割当は適用しないと

発言。 

・１８日、ヤヌコーヴィチ大統領は、パンの価格は安定してお

り価格上昇の動きはないと発言。 

・１９日、ウクライナ農家・個人土地所有者協会は、政府は輸

出割当を導入すべきではなく、ウクライナ農業庫が国内需

要を満たす穀物を備蓄できる手段を講じるべきであると発

表。 

▼ＶＡＴ還付問題 

・２０日、ウクライナ税務当局は、３００以上のＶＡＴ未還付企

業を対象に１３０億フリブナを超えるＶＡＴ還付債（第２次トラ

ンシェ）を発行する予定と発表。８月２日の第１トランシェで

は、７０５の未還付企業を対象に１６４億フリブナ相当のＶＡＴ

還付債が発行済み。同当局によれば、８月中に１６４億フリ

ブナ相当のＶＡＴ還付債を発行の予定。 

▼対外関係 

・１９日、ドロゴービチ行政当局は、１０月７日～８日、リヴィウ

州のトゥルスカーヴェツにおいて、国境間協力を議題とする
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第１０回国際経済フォーラムが、ウクライナ、ベラルーシ、モ

ルドバ、ポーランド、ハンガリー、スロバキア及びルーマニ

アの大統領の出席を得て開催されると発表。 

▼ガス問題 

・１３日、キエフ市シェフチェンコ地区裁判所は、ストックホル

ム仲裁裁判所の判決を有効と認定、ナフトガス社がロスウク

ルエネルゴ社に対し１１０億立法メートルの天然ガスを返却

すべきとの判決を発出。 

・１６日、国家統計委員会は、本年１月～７月の天然ガス・トラ

ンジット量が前年同期比で２０．７％増加と発表。 

・１７日、クリューエフ第一副首相は、今後３年間で天然ガス

生産を現在の１．５倍となる約３００億立法メートルまで拡大

する予定と発表。 

・１９日、燃料エネルギー相は、１３日付のキエフ市シェフチ

ェンコ地区裁判所の判決を控訴する旨の声明を発表。 

・２０日、キエフ市ペチェルスク地区裁判所は、マカレンコ前

関税庁長官及びジデンコ前ナフトガス副社長の拘留を１０月

１０日まで延長。 

・２０日、ナフトガスと露ガスプロムは、共同企業創設のため

協議を開始、ウクライナ側からはボイコ燃料エネルギー相、

露側からはミレル露ガスプロム社長が参加。 

３．外政 

▼１９日、ヤヌコーヴィチ大統領とナザルバエフ・カザフ

スタン大統領の電話会談 

・電話会談では、二国間関係の深化、貿易経済協力の拡大、

経済危機対策、ナザルバエフ・カザフスタン大統領のウクラ

イナ来訪、１２月１～２日に開催されるＯＳＣＥサミット等につ

き協議。 

４．防衛 

▼ニトカ空母飛行訓練コンプレクス 

・２０日、国防省は、１９日露海軍航空機が訓練フライト実施

のためクリミアのニトカ空母飛行訓練コンプレクスに到着し

たと発表。 

▼軍改革 

・２０日、エジェリ国防相は、閣僚会議がウクライナ軍発展計

画を承認したと発表。国防省は、ウクライナ軍人１５－２０％

の削減及び余剰武器の廃棄等を含む２０１５年までの軍改

革に取り組んでいる。 

 

Ｂ．その他の動き 

 

８／１７ （火） 

・ヤヌコーヴィチ大統領は、グミザ新国防省情報総局長を任

命。 

８／１８ （水） 

・国防省は、ＫＦＯＲ（Kosovo Force）の第１３次ローテーション

が終了し、ウクライナ軍人４８名が帰還したと発表。 

８／１９ （木） 

・外務省は、露黒海艦隊のクリミア駐留に伴う問題解決に関

し、ウクライナとロシア間の対話における双方の建設的な立

場を歓迎すると発表。 

８／２０ （金） 

・ヤヌコーヴィチ大統領は、ペドチェンコ参謀総長に

「General-Colonel」の階級を付与。 

（了） 


